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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第62期

中間連結会計期間
第63期

中間連結会計期間
第62期

会計期間

自2023年
7月1日
至2023年
12月31日

自2024年
7月1日
至2024年
12月31日

自2023年
7月1日
至2024年
6月30日

売上高 （百万円） 94,989 128,968 213,506

経常利益 （百万円） 31,302 62,438 82,021

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 22,198 43,318 59,076

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 22,012 42,576 60,216

純資産額 （百万円） 119,695 179,802 151,315

総資産額 （百万円） 252,341 288,347 271,288

1株当たり中間（当期）純利益 （円） 246.15 480.31 655.05

潜在株式調整後

1株当たり中間（当期）純利益
（円） 245.94 479.91 654.49

自己資本比率 （％） 47.4 62.3 55.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 18,952 5,996 33,317

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,916 △1,779 △3,571

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △16,551 △14,172 △23,145

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 30,638 26,828 38,152

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

 

2【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

2【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当中間連結会計期間における世界経済は、地政学リスクや政策動向による景気減速が懸念されるなど、依然と

して先行き不透明な状況が続きました。

当社グループの主要販売先である半導体業界においても、スマートフォンやパソコンを中心とした最終需要の

回復が鈍く、デバイスメーカーの先端半導体を含めた投資計画の一部で見直しが行われました。特定の分野にお

いては、生成AI関連への投資は活発に行われた一方で、パワー半導体関連への投資は低調に推移しました。

当中間連結会計期間の売上高につきましては1,289億68百万円（前年同期比35.8％増加）となりました。

品目別に見ますと、半導体関連装置が1,030億81百万円（前年同期比27.1％増加）、その他が37億11百万円

（前年同期比304.4％増加）、サービスが221億75百万円（前年同期比70.6％増加）となりました。

連結損益につきましては、営業利益が636億62百万円（前年同期比100.5％増加）、経常利益が624億38百万円

（前年同期比99.5％増加）、親会社株主に帰属する中間純利益が433億18百万円（前年同期比95.1％増加）とな

りました。

②財政状態

当中間連結会計期間末における総資産は2,883億47百万円となり、前連結会計年度末に比べ170億58百万円増加

いたしました。これは主に、現金及び預金が113億24百万円、仕掛品が30億68百万円減少したものの、受取手

形、売掛金及び契約資産が244億78百万円、原材料及び貯蔵品が42億33百万円増加したことによるものでありま

す。

負債につきましては、当中間連結会計期間末残高は1,085億45百万円となり、前連結会計年度末に比べ114億27

百万円減少いたしました。これは主に、買掛金が69億47百万円、未払法人税等が47億55百万円増加したものの、

前受金が227億38百万円減少したことによるものであります。

株主資本にその他の包括利益累計額及び新株予約権を加えた純資産合計は1,798億2百万円となり、また自己資

本比率は62.3％となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ113億24百万円減少し、268億

28百万円となりました。当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、59億96百万円の収入（前年同期比68.4％減少）となりま

した。これは主に、税金等調整前中間純利益624億38百万円、仕入債務の増加額69億62百万円などの収入要因

が、売上債権の増加額244億41百万円、前受金の減少額220億94百万円、法人税等の支払額159億68百万円などの

支出要因を上回ったことによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、17億79百万円の支出（前年同期比7.2％減少）となりま

した。これは主に、有形固定資産の取得による支出16億73百万円によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、141億72百万円の支出（前年同期比14.4％減少）となり

ました。これは主に、配当金の支払額141億59百万円によるものであります。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の当社グループの対処すべき重要な課題はあ

りません。

 

（4）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は43億14百万円であります。なお、当中間連

結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

3【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 256,000,000

計 256,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年2月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 94,286,400 94,286,400
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 94,286,400 94,286,400 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

　2024年7月1日

～2024年12月31日
　　　　　－ 94,286,400 　　　　　－ 931 　　　　　－ 1,080
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（5）【大株主の状況】

  2024年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂1－8－1 17,898 19.84

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海1－8－12 7,043 7.80

内山　洋 東京都渋谷区 2,813 3.11

内山　秀 東京都港区 2,788 3.09

前田　せつ子 東京都渋谷区 2,734 3.03

STATE STREET BANK WEST CLIENT－

TREATY 505234（常任代理人　株式会社

みずほ銀行決済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE,NORTH QUINCY,

MA 02171,U.S.A.（東京都港区港南2－

15－1）

1,612 1.78

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内1－4－5 1,504 1.66

UCHIYAMA HOLDINGS株式会社 東京都中央区日本橋3－3－4 1,477 1.63

高橋　はる香 神奈川県横浜市都筑区 1,440 1.59

楽天証券株式会社 東京都港区南青山2－6－21 1,047 1.16

計 － 40,359 44.74

（注）1．上記のほか、当社が所有している自己株式4,096千株（発行済株式数に対する所有株式数の割合4.34％）があり

ます。

2．上記の日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は17,898

千株であります。なお、それらの内訳は、投資信託設定分11,028千株、年金信託設定分134千株、その他信託株

数6,735千株となっております。

3．上記の株式会社日本カストディ銀行（信託口）所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は7,043千株でありま

す。なお、それらの内訳は、投資信託設定分5,431千株、年金信託設定分274千株、その他信託株数1,337千株と

なっております。

4．三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社より2024年12月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保

有報告書の変更報告書において、2024年12月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社としては2024年12月31日現在における実質所有株式の確認ができませんでしたので、上記大株主の状

況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・ア

セットマネジメント株式

会社

〒105-0011　東京都港区芝公

園一丁目1番1号
株式　2,689,900 2.85

日興アセットマネジメン

ト株式会社

〒107-6242　東京都港区赤坂

九丁目7番1号
株式　3,322,200 3.52

合計 株式　6,012,100 6.38
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5．野村證券株式会社より2024年12月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、

2024年12月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社としては2024年12月31日現

在における実質所有株式の確認ができませんでしたので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社
〒103-8011　東京都中央区日

本橋一丁目13番1号
株式　　363,209 0.39

野村アセットマネジメン

ト株式会社

〒135-0061　東京都江東区豊

洲二丁目2番1号
株式　6,751,580 7.16

合計 株式　7,114,789 7.55

 

 

（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,096,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 89,804,900 898,049 －

単元未満株式 普通株式 385,500 － 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  94,286,400 － －

総株主の議決権  － 898,049 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、すべて当社保有の自己株式であります。

 

 

②【自己株式等】

    2024年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
(％）

レーザーテック

株式会社

神奈川県横浜市港北区

新横浜二丁目10番地1
4,096,000 － 4,096,000 4.34

計 － 4,096,000 － 4,096,000 4.34

 

2【役員の状況】

該当事項はありません。
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第4【経理の状況】

1．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第1編

及び第3編の規定により第1種中間連結財務諸表を作成しております。

 

2．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年7月1日から2024年12月31日

まで）に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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1【中間連結財務諸表】

（1）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年6月30日)

当中間連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 38,152 26,828

受取手形、売掛金及び契約資産 22,905 47,384

仕掛品 126,087 123,018

原材料及び貯蔵品 36,314 40,547

その他 8,573 8,165

貸倒引当金 △53 △45

流動資産合計 231,978 245,900

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,862 11,246

機械装置及び運搬具（純額） 2,233 4,992

工具、器具及び備品（純額） 1,078 1,478

リース資産（純額） 71 155

土地 13,146 13,146

建設仮勘定 776 115

有形固定資産合計 28,168 31,135

無形固定資産 4,245 3,329

投資その他の資産   

投資有価証券 1,320 902

退職給付に係る資産 72 5

繰延税金資産 5,209 6,747

その他 292 326

投資その他の資産合計 6,895 7,982

固定資産合計 39,309 42,447

資産合計 271,288 288,347
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年6月30日)

当中間連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 11,514 18,462

未払法人税等 15,903 20,658

前受金 74,426 51,688

繰延収益 9,011 10,965

賞与引当金 177 1,064

役員賞与引当金 1,060 393

その他 6,191 3,957

流動負債合計 118,284 107,190

固定負債   

退職給付に係る負債 492 495

株式給付引当金 874 453

資産除去債務 248 253

その他 72 150

固定負債合計 1,688 1,354

負債合計 119,972 108,545

純資産の部   

株主資本   

資本金 931 931

資本剰余金 1,290 1,359

利益剰余金 146,500 175,659

自己株式 △976 △976

株主資本合計 147,744 176,974

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 828 537

為替換算調整勘定 2,748 2,294

退職給付に係る調整累計額 △27 △26

その他の包括利益累計額合計 3,549 2,806

新株予約権 21 21

純資産合計 151,315 179,802

負債純資産合計 271,288 288,347
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（2）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年7月1日
　至　2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年7月1日
　至　2024年12月31日)

売上高 94,989 128,968

売上原価 51,144 54,582

売上総利益 43,845 74,385

販売費及び一般管理費 ※ 12,092 ※ 10,723

営業利益 31,752 63,662

営業外収益   

受取利息 27 30

受取配当金 7 7

その他 12 126

営業外収益合計 47 165

営業外費用   

支払利息 8 12

為替差損 481 1,349

その他 8 26

営業外費用合計 498 1,388

経常利益 31,302 62,438

税金等調整前中間純利益 31,302 62,438

法人税、住民税及び事業税 8,477 20,527

法人税等調整額 625 △1,408

法人税等合計 9,103 19,119

中間純利益 22,198 43,318

親会社株主に帰属する中間純利益 22,198 43,318
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年7月1日
　至　2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年7月1日
　至　2024年12月31日)

中間純利益 22,198 43,318

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 34 △290

為替換算調整勘定 △220 △453

退職給付に係る調整額 0 1

その他の包括利益合計 △186 △742

中間包括利益 22,012 42,576

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 22,012 42,576

非支配株主に係る中間包括利益 － －

 

EDINET提出書類

レーザーテック株式会社(E01991)

半期報告書

12/20



（3）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年7月1日
　至　2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年7月1日
　至　2024年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 31,302 62,438

減価償却費 2,219 2,048

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24 △8

賞与引当金の増減額（△は減少） 592 853

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △496 △666

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 12 3

株式給付引当金の増減額（△は減少） 412 △404

受取利息及び受取配当金 △35 △38

支払利息 8 12

為替差損益（△は益） 736 1,914

売上債権の増減額（△は増加） 8,329 △24,441

棚卸資産の増減額（△は増加） △10,515 △3,886

仕入債務の増減額（△は減少） 4,840 6,962

前受金の増減額（△は減少） △3,229 △22,094

その他 701 △753

小計 34,851 21,938

利息及び配当金の受取額 35 38

利息の支払額 △8 △11

法人税等の支払額 △15,925 △15,968

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,952 5,996

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,444 △1,673

無形固定資産の取得による支出 △457 △103

差入保証金の差入による支出 △15 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,916 △1,779

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,000 －

配当金の支払額 △11,543 △14,159

その他 △7 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,551 △14,172

現金及び現金同等物に係る換算差額 379 △1,368

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 864 △11,324

現金及び現金同等物の期首残高 29,773 38,152

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 30,638 ※ 26,828
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年7月1日

　　至 2023年12月31日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年7月1日

　　至 2024年12月31日）

貸倒引当金繰入額 △24百万円 △9百万円

給料及び賞与 1,237 1,546

賞与引当金繰入額 332 342

役員賞与引当金繰入額 409 393

退職給付費用 54 35

研究開発費 4,861 4,314

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2023年7月1日
至 2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自 2024年7月1日
至 2024年12月31日）

現金及び預金勘定 30,638百万円 26,828百万円

現金及び現金同等物 30,638 26,828
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年7月1日　至　2023年12月31日）

1．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年9月27日

定時株主総会
普通株式 11,543 128 2023年6月30日 2023年9月28日 利益剰余金

 

2．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年1月31日

取締役会
普通株式 6,583 73 2023年12月31日 2024年3月6日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年7月1日　至　2024年12月31日）

1．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年9月26日

定時株主総会
普通株式 14,159 157 2024年6月30日 2024年9月27日 利益剰余金

 

2．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年1月31日

取締役会
普通株式 10,371 115  2024年12月31日 2025年3月7日 利益剰余金

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自 2023年7月1日　至 2023年12月31日）及び当中間連結会計期間（自 2024年7月1日　

至 2024年12月31日）

　当社グループの事業は、検査・測定装置の設計、製造、販売を行う単一のセグメントであるため、記載を省

略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの主たる地域別、収益認識の時期別の収益の分解と主たる製品及びサービスとの関連は次のと

おりであります。

前中間連結会計期間（自　2023年7月1日　至　2023年12月31日）

（単位：百万円）

 

製品の販売

サービス 計
半導体関連装置 その他

地域別     

日本 2,732 314 1,161 4,208

韓国 15,802 35 1,358 17,195

台湾 32,323 555 2,473 35,352

その他アジア 5,053 12 1,147 6,214

米国 16,122 － 5,808 21,931

欧州 9,036 － 1,050 10,087

合計 81,071 917 13,000 94,989

収益認識の時期     

一時点で移転される財 75,271 901 8,125 84,298

一定期間にわたり移転されるサービス 5,800 16 4,874 10,691

合計 81,071 917 13,000 94,989

（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

当中間連結会計期間（自　2024年7月1日　至　2024年12月31日）

（単位：百万円）

 

製品の販売

サービス 計
半導体関連装置 その他

地域別     

日本 5,781 1,702 1,531 9,014

韓国 20,431 59 2,564 23,055

台湾 43,903 28 6,298 50,230

その他アジア 4,581 1,921 1,716 8,218

米国 21,238 － 8,508 29,747

欧州 7,145 － 1,556 8,702

合計 103,081 3,711 22,175 128,968

収益認識の時期     

一時点で移転される財 96,022 3,651 11,738 111,412

一定期間にわたり移転されるサービス 7,059 59 10,437 17,555

合計 103,081 3,711 22,175 128,968

（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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（1株当たり情報）

　1株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後1株当たり中間純利益及び算定上の基礎は次のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年7月1日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年7月1日
至　2024年12月31日）

(1）1株当たり中間純利益 246円15銭 480円31銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 22,198 43,318

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
22,198 43,318

普通株式の期中平均株式数（千株） 90,185 90,188

(2）潜在株式調整後1株当たり中間純利益 245円94銭 479円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 75 75

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1

株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

2【その他】

　2025年1月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（1）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　10,371百万円

（2）1株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　 115円00銭

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　2025年3月7日

（注）2024年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

   
2025年2月12日

レーザーテック株式会社    
 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 PwC Japan有限責任監査法人  

 
東京事務所

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千代田　義　央

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 新　保　智　巳

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているレーザーテック株

式会社の2024年7月1日から2025年6月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年7月1日から2024年12月31日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、レーザーテック株式会社及び連結子会社の2024年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中
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間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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